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Support of children with developmental disorders in Korea
-Focusing on an action for the inflection of the network and specialty improvement-

 　Korea has been working on early intervention and inclusive education after the establishment 

of "Act on Special Education for Disabled People" in 2008. We visited two related institutions in 

Pusan and Ulsan. Through the visits to such institutions, we found that Korea is facing on problems 

as those in Japan. We also found that Korea has been taking measures including continuous support 

beyond the age, the way of the training instruction, and the educational systems of the managerial 

class that we would learn. We believe that it is useful to learn such measures taken in Korea in 

order to enhance Program for Promoting Inter-University Collaborative Education. Therefore, we 

are planning to exchange information with the persons related to special education in Korea.
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1．はじめに

1-1．韓国の障害児福祉の現状
  韓国では、2000 年代初頭には障害を持つ 3 ～ 5 歳の幼
児のうち特殊学校の幼稚部や民間の専門機関で教育・治
療を受けることができていた者は全体の１割程度であ
り、その他の子どもは専門的対応を受けることの難しい
一般の幼稚園に通ったり、放置されている現状があっ
た。また、地域や障害種別による格差も深刻な状態にあ
り、自閉・知的障害児教育施設は絶対的に不足していた。
初等中等教育においても同様の状況で、6 才から 17 才
までの児童生徒では、特殊学校・特殊学級等で適切な教
育を受けることができていた者は 22％に過ぎなかった。
くわえて、特殊学級の教員の 42％が専門的な訓練を受
けておらず、特に分離教育を望まない軽度障害児につい
ての対応は不十分であるなどの課題があった 1）。
　2008 年の「障害者などに関する特殊教育法」の制定
以降、3 歳未満の障害のある幼児の教育の無償化などに
よる早期療育の推進などに力が入れられており、個別化
教育の策定（IEP）についても法律の中に盛り込まれて
いる。その具体的な施策として、年齢に関係なく、特殊
教育対象者として選定されることにより、特殊学校や特
殊教育支援センター、または在宅において無償で教育を
受けることができるようになった。また、特殊学級設置
基準の見直しなどによって、統合教育の支援に特に力
が入れられると同時に義務教育実施年限の拡大により、
2012 年からは、満 3 歳以上のすべての特別教育対象者
に義務的にその基準が適用され、幼稚園課程においても、
特殊教育対象者の教育が義務教育年限に包含されること
となった。ただし、特殊教育が必要な障害幼児において
は、幼稚園よりも、保育施設を利用する場合が多いため、
対象者の就学便宜を考慮し、一定の教育的要件を満たす
保育施設を利用する場合、それを義務教育とみなすなど
の配慮がなされている 2）。

1-2．視察の目的　
　早期療育や統合教育の効果的な実施という課題は、日
本・韓国ともに共通しており、大学間連携共同教育事業
でも中心的な課題である。早期療育や統合教育を有効に
行うためには、幼稚園や学校、支援機関の間での情報の
共有を行うことが特に重要となる。このような情報共有
や連携のためのネットワークを韓国ではどのように構築
し、支援に活用しているのかについて、今回の視察並び
にヒアリングにより情報収集を行った。
　また、幼稚園や学校で発達障害児に対して支援を行う
ためには、保育者や教師の発達障害に対する専門性が必
要となる。この専門性を高めていくために韓国ではどの
ように取り組まれ成果を上げているのかについても合わ

せて聞き取りを行い、大学間連携共同教育事業の学生教
育や現職者を対象とした研修の設定、改善に還元する。
これらの目的で韓国での取り組みを視察し、幼児から児
童・生徒の支援に関わる教育関係者と情報交換を行った。

３月 21 日 ・蓮堤区表敬訪問、教育福祉関係者と意見交換
・釜山市障害者総合福祉館見学

３月 22 日
・東国大学校慶州キャンパス訪問、附属幼稚園見学、

意見交換会
・蔚山兵営幼稚園見学（大邱大学校　朴教授　同行）

３月 23 日 ・釜山市内自主研修

２．視察報告

2-1．蓮堤区の障害者福祉の現状について
　蓮堤区は、韓国最大の港湾都市である釜山広域市（人
口約 390 万人）の中央部に位置する行政区で、1995 年
の行政制度改革によって新たに誕生した区である。佐賀
市とは 1998 年に姉妹都市の締結をした。
　蓮提区関係者との会談では、区長から歓迎の言葉に続
き、社会福祉課長より蓮堤区の発達障害児・者福祉の現
状についての説明を受けた。
　蓮堤区は、人口約 22 万のうち障害者と登録されてい
る者が 9426 名（4.3％）いる。その中で発達障害者は
576 名であり、これらの者の支援のため、予算全額を国
からの支援を受けて蓮堤区は障害者総合福祉館を運営し
ている。区内には発達障害児の教育機関が日中のみ対応
する施設が 3 か所、24 時間の対応を行っている施設が 2
か所の計 5 か所ある。その他に、小学校就学前に利用す
る施設や小中学生を対象とした施設もある。障害の程度
によって一般の小中学校でも受け入れており、高校の場
合は特殊クラスもあり、障害の程度の軽い生徒はそこで
学んでいる。保護者支援では、混合発達支援という事業
があり、親の育児の支援のため、予算全額を国からの支
援でまかなっている。

表１　視察日程

写真１　蓮堤区長からの記念品贈呈
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2-2．障害者総合福祉館での活動について
　障害者総合福祉館は 1994 年から社会福祉法人が運営
しており、当初はリハビリを主な事業としていた。その
後、時代の変化による障害者のニーズの変化に対応して、
社会復帰を目指したプログラムと装具や支援のための器
具・設備を修理する事業を開始した。この施設では、発
達障害者だけではなく、法的に障害と認められた者全て
が施設利用の対象とされている。来館利用者は１日平均
224 名、福祉士を派遣するケースを含めると 1 日 500 ～
600 名の利用者となる。
　サービスの流れとしては、まずは相談者から電話か来
館での相談を受け後に評価会議を行い、サービスを提供
する。この際、総合福祉館は地域社会との緊密なネット
ワークを築いており、サービスの漏れや重複の無いよう
にコーディネーター相談室も設けており、適切なサービ
スを行うために努力している。
　社会リハビリ部は、相談支援事業を行っており、適切
な治療や治療内容の評価などを行っている。企画事業部
は効率的にサービスを運営するための研究の企画、評価、
開発をしている部署である。地域社会リハビリ事業では、
在宅障害者の訪問リハビリも盛んに行っている。
　この総合福祉館は、他の区の福祉館を統括する機能も
持っている。障害者ふれあいセンターも併設しており、
地域住民との連携などを図りながら運営しており、様々
な体験キャンペーンや図書館を通した住民との交流も
行っている。年間 5,000 名近い人がボランティアとして
事業に協力している。その他には、補助器具センターが
あり、日本の機関とも交流しながら障害者に必要な様々
な器具の開発、修理を行っている。
　治療教育部の事業は総合福祉館の単独事業ではなく、
国からの支援を受け、実施している事業である。その事
業は、「障害児統合福祉支援センター」といい、障害児
が一般の人とふれあうのを支援している。韓国では「統
合」という教育目的があり、軽度の障害児は一般の人と
一緒に教育を行う。この統合教育を行う際に、障害児に
教育を行う教師等は障害児の専門ではないこともあるた
め、総合福祉館のスタッフを派遣し、教師に対して専門

的な指導する活動も事業の一つになっている。また、放
課後の子どもを対象にした療育や就学前の子どもを対象
にした療育も行っている。
　施設見学では、障害者用の歯科施設や、一般も利用で
きるトレーニングルーム、図書館等を見学した。施設の
利用時間は 10 時から 17 時までで、職員は 9 時から 18
時までの勤務になっている。総合福祉館は日中だけの運
営のため、利用者は夜、近くの 24 時間対応のセンター
で過ごし、週末は本人の家庭に帰るというパターンが多
い。訪問センターでは、比較的軽度で社会復帰を目指す
年齢30～40歳の障害者4～6名が集まり、グループホー
ムを利用して、家から離れて自立した生活を行っている。
　質疑では、スタッフの資格などについて質問を行い、

「リハビリ関連の 11 の資格を持ったスタッフが勤務して
おり、常勤の医師はいないが必要に応じて医師を招聘し
ている」、「発達障害の評価は、特殊教師が基本的に行い、
必要に応じて心理、作業、混合分野のスタッフを加える
こともある」、「特殊教師という資格は大学に専攻があり、
基本的には４年制課程で取得する。特殊学校の教師も担
当でき、特殊学級の担当もできるが、小学校や中学校に
勤務する場合は教員免許も必要となる」等の説明を受け
た。

写真２　蓮堤区福祉 ・ 教育担当者との情報交換

写真３　障害者総合福祉館外観

写真４　福祉館担当者による施設の説明



－ 46 －

2-3．大学での療育、教育活動
　東国大学校蔚山キャンパスを訪問した。訪問には大邱
大学校の朴教授に同行頂いた。東国大学校はソウルと蔚
山にキャンパスを持つ総合大学であり、教育の特徴とし
て仏教の礼儀を中心とした教育を行っている。蔚山キャ
ンパスでは、仏教児童学科では 0 歳～ 16 歳までの子ど
もについて学び、幼児教育学科では 3 歳～ 6 歳までの子
どもについて学ぶ学科である。
　当日は、仏教児童学科李教授（附属幼稚園前園長）と
医学部金教授に対応して頂いた。
　障害児の地域での療育ニーズは高さについては、「人
口の多い地域ではないので、療育を希望する人は多くは
いない。本学の場合は近くに自然があるので、自然に触
れ合いながら治療していく取り組みをしている。４月に
ヒーリングセンターをオープン予定である。また、国の
保健福祉部から支援を受けて、児童教育研究という小学
生、中学生が週末に来て授業を受ける取り組みを行って
いる」との説明を受けた。
　幼児教育学科や仏教児童学科の卒業生の発達障害児支
援の現状については、「韓国の場合は統合的な教育を行
うという国の方針があり、1 つのクラスに 1 名か 2 名の
障害を持った子どもがいる場合もあるが、軽度の場合は
担任の先生がうまく接しており、特殊教師も指導してい
る」との回答であった。

2-4．幼児教育施設の現状
　東国大学校附属幼稚園は施設も充実しており、園内に
は祭壇などもあった。園には、地域の障害の子どもを入
園させて欲しいとの要望もあるが、教員が他の子どもを
見ながら対応することは困難なため、他の専門機関に紹
介している。

写真５　療育室 写真７　東国大学校蔚山キャンパス外観

写真９　東国大学校附属幼稚園外観

写真６　補助器具センター

写真８　右から朴教授、 李教授、 金教授

写真 10　東国大学校附属幼稚園教室
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　蔚山兵営幼稚園は、保育園も運営しており、幼稚園で
は英語と日本語の学習も取り入れている。その他にも、
幼稚園が所有する山も近くにあるため、園外保育も行っ
ている。
　園長は、韓国では幼児教育が盛んで、子どもも忙しい
と話していた。園見学の中で、日本語の学習場面では、
他の園児についていくのが難しいなど気になる子がいた
が、自由遊びの際は、加配教員と思われる先生がつき、
元気に遊んでいた。軽度の発達障害の子どもには、必要
に応じて加配教員を付けるなどして、統合保育を行って
いるようであった。
　また、園長は同行した朴教授に指導を受け博士号を取
得しており、他の園の園長でも朴教授の指導を受けてい
る方もいるとのことだった。

３．まとめ

3-1．韓国における障害児支援の課題
　釜山・蔚山の視察を通して、韓国の発達障害児の教
育や福祉は過渡期にあることが分かった。この変化は
2008 年に施行された「障害者などに関する特殊教育法」
によるところが大きいと思われる。しかし、ここに掲げ
られている統合教育は、障害児への教育効果を高めるこ
とを求めているというよりも、一般市民への啓発の意味
が大きいようであった。総合福祉館見学の際、2008 年
の法律改定の成果や課題について館長に質問を行ったと

ころ、以下のような回答であった。
　「まだ法律改定から 5 年しか経っておらず、現在取り
組んでいる段階であり、問題点などはまだ明確になって
いない。しかし、難しいところとして、一般の学校に障
害児が入学した時に、担任の先生の障害に対する知識が
不足しているため、どのように教育していいのかわから
ないことがあり、総合福祉館に所属する関連資格を持っ
た職員が一般の先生を指導するために出向いたり、その
場で子どもを教育したりしている。この際に、一般の先
生達は自発的に子どもを支援するというより、職員に支
援を求めることが多いのでその辺が難しいところであ
る」
　現場だけでは障害児の教育に対応できておらず、現場
は巡回指導などに頼っている傾向があるようだった。韓
国は幼児教育が盛んであり、その中で統合教育を行う際
には、質の高い教育と障害児の教育を同時に行うという
課題があり、困難も多いようであった。関連文献では、
療育資源も不足しており、早期発見しても実際に療育を
受け始めるまで１年程度かかるとの指摘 3）や、法律に
個別化支援計画の策定が義務づけられているが実態が
伴っていないとの指摘 4）もみられた。統合教育を進め
ていこうとする中、韓国も日本と同じように、現場の対
応力不足や療育環境の不足といった問題を抱えているこ
とが推察される。

3-2．視察成果の活用
　療育のためのネットワークの活用については、釜山の
障害者総合福祉館の事例では、障害者総合福祉館が中心
となり地域での支援のための調整会議などを実施してい
た。この会議により、地域での支援の漏れや重複が無い
ように工夫されていたが、総合福祉館が会議の中心とな
り、コーディネート機能を果たすことが可能だったのは、
総合福祉館が就学前の幼児から成人まで継続的な様々な
支援を行うことのできる機関であったからだと考える。
大学間連携共同教育事業においても、地域で必要とされ
るコーディネート機能を果たしていくためには、乳幼児
期から小学校低学年までの継続的な支援や小学校高学年
以降の子どもを確実に次の機関に引き継いでいくことが
必要になる。日本ではこの障害者総合福祉館のような機
能を持つ機関は非常に少なく、実際に地域での継続支援
をコーディネートしていく上での工夫や課題について、
韓国から学ぶべきところである。よって今後も釜山の障
害者総合福祉館をはじめとする韓国の機関と引き続き情
報交換を行い、大学間連携事業の FD ／ SD 研修会など
での講師を招聘等を検討していくことは、本事業に大き
なメリットである。
　現職者の研修としては、韓国では実際に障害児と関わ
る実践のみでは意識などを高めるには不十分であると考

写真 11　蔚山兵営幼稚園の日本語の時間

写真 12　蔚山兵営幼稚園園庭
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えられており、実践とは別に研修を十分に行うことが必
要とされている 5,6）。研修は、講演や演習などの形式以
外にも、OJT の形式で巡回指導に回る特殊教師が現場
の教員を指導することも専門性の向上に大きな効果を上
げており、実際の支援においても有効に機能している。
今後、大学間連携事業でも現職向けの研修会のみではな
く、巡回指導などを合わせて行うことが、教員の専門性
向上と支援の質の向上において重要になることが韓国の
事例によって示された。このような巡回指導には、発達
障害に対する専門性だけではなく、巡回指導に対する専
門性も合わせて必要なことが、韓国 7）や本邦 8）の研究
でも示されており、ニーズに応えて巡回相談を行う場合
には、教員や支援コーディネーター側は巡回指導に対す
る専門性を高める取り組みも必要となるであろう。
　また、韓国では、子どもと主に直接関わる担任などに
対する専門性向上の取り組み以外にも、園長等管理職ク
ラスに対して発達障害に関する専門性を高めることにも
注力されており、訪問した蔚山兵営幼稚園の園長も発達
障害に関する指導を受け、博士号を取得している。この
ような管理職に対する研修も実際に統合教育・保育を進
めていくためには重要であることが確認できた。大学間
連携事業においても、現在は担任向けの研修の実施を予
定しているが、管理職向けの研修プログラムも、別途、
実施していく必要性も、今回の視察を通して示唆された。
今後は、巡回指導や管理職の専門性向上の取り組みなど
について、韓国側からより詳細な情報を提供していただ
き、教育や支援プログラムの検討を行っていきたい。
　今回、訪問した韓国の関係者と今後もお互いに学び合
いながら、双方の有する経験や取り組み成果を、お互い
に活用していくことが重要であり、今後の取り組みとし
てぜひ具体化されることが望まれる。
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